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仙台市介護予防・日常生活支援総合事業における訪問介護型サービス、通所介護型サービス、生活支援訪問型サービス及

び生活支援通所型サービスに要する費用の額の算定に関する要綱（平成２８年１１月１４日 健康福祉局長決裁）の一部改正 

 

 仙台市介護予防・日常生活支援総合事業における訪問介護型サービス、通所介護型サービス、生活支援訪問型サービス及び生活支援通所型サービスに要す

る費用の額の算定に関する要綱（平成２８年１１月１４日 健康福祉局長決裁）の一部を次のように改正する。 

現行 改正後 

第１条～第２条 （略） 

（第１号事業支給費の支給に関する基準） 

第３条 訪問型サービス及び通所型サービスに要する費用の額は、次に掲げ

るサービスの種類に応じ、それぞれ各号に定める額とする。この場合におい

て、1円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

一 訪問介護型サービス及び通所介護型サービス 別表第２に規定する単

位数に別表第１に規定する１単位の単価を乗じた額 

 

 

二 生活支援訪問型サービス 別表第３に規定する単位数に別表第１に規

定する１単位の単価を乗じた額 

三 生活支援通所型サービス 別表第４に規定する単位数に別表第１に規

定する１単位の単価を乗じた額 

２ 第１号事業支給費の支給については、前項各号に規定する費用の額に１

００分の９０を乗じて得た額とする。ただし、所得の額（前項各号に掲げ

るサービスのあった日の属する年の前年（当該サービスのあった日の属す

る月が１月から７月までの場合にあっては、前々年。）の合計所得金額をい

う。以下同じ。）が介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５９条の２第１項に規定する介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号。以下「政令」という。）第２９条の２第２項で定める額以上であ

る利用者（同条第３項に該当する場合を除く）に係る第１号事業支給費の

第１条～第２条 （略） 

（第１号事業支給費の支給に関する基準） 

第３条 訪問型サービス及び通所型サービスに要する費用の額は、次に掲げ

るサービスの種類に応じ、それぞれ各号に定める額とする。この場合におい

て、1円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

一 訪問介護型サービス            別表第２に規定する単

位数に別表第１に規定する１単位の単価を乗じた額 

二 通所介護型サービス 別表第３に規定する単位数に別表第１に規定す

る１単位の単価を乗じた額 

三 生活支援訪問型サービス 別表第４に規定する単位数に別表第１に規

定する１単位の単価を乗じた額 

四 生活支援通所型サービス 別表第５に規定する単位数に別表第１に規

定する１単位の単価を乗じた額 

２ 第１号事業支給費の支給については、前項各号に規定する費用の額に１

００分の９０を乗じて得た額とする。ただし、所得の額（前項各号に掲げ

るサービスのあった日の属する年の前年（当該サービスのあった日の属す

る月が１月から７月までの場合にあっては、前々年。）の合計所得金額をい

う。以下同じ。）が介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第５９条の２第１項に規定する介護保険法施行令（平成１０年政令第

４１２号。以下「政令」という。）第２９条の２第２項で定める額以上であ

る利用者（同条第３項に該当する場合を除く）に係る第１号事業支給費の
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現行 改正後 

支給については、前項各号に規定する費用の額に１００分の８０を乗じて

得た額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、所得の額が法第５９条の２第２項に規定する

政令第２９条の２第５項で定める額以上である利用者（同条第６項に該当

する場合を除く）に係る第１号事業支給費の支給については、第１項各号

に規定する費用の額に１００分の７０を乗じて得た額とする。 

４ 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号 

）第９７条に規定する特別な事情がある場合の第 1 号事業支給費の額に

ついては、仙台市介護保険条例施行規則（平成１２年規則第５５号）第１

２条の規定を準用するものとする。 

第４条～第５条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第３条第１項関係） 

訪問介護型サービス及び通所介護型サービスの単位数 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年

厚生労働省告示第１２７号。旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護

に係る部分に限る。）に規定する単位数。 

なお、単位数の算定にあたっては、指定介護予防サービスに要する費用の

額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成１８

年３月１７日老計発第０３１７００１号・老振発第０３１７００１号・老

老発第０３１７００１号、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連

名通知。旧介護予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係る部分に限る。）

を準用する。この場合において、「介護予防訪問介護」とあるものは「訪問

介護型サービス」と、「介護予防通所介護」とあるものは「通所介護型サー

ビス」と、「要支援１」とあるものは「要支援１又はこれに相当する者」と、

支給については、前項各号に規定する費用の額に１００分の８０を乗じて

得た額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、所得の額が法第５９条の２第２項に規定する

政令第２９条の２第５項で定める額以上である利用者（同条第６項に該当

する場合を除く）に係る第１号事業支給費の支給については、第１項各号

に規定する費用の額に１００分の７０を乗じて得た額とする。 

４ 介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「規則」とい

う。）第９７条に規定する特別な事情がある場合の第 1号事業支給費の額に

ついては、仙台市介護保険条例施行規則（平成１２年規則第５５号）第１

２条の規定を準用するものとする。 

第４条～第５条 （略） 

別表第１ （略） 

別表第２（第３条第１項関係） 

訪問介護型サービス         の単位数 

Ａ 訪問介護型サービス費 

（１）訪問介護型サービス費（Ⅰ）   １，１６８単位／月 

（２）訪問介護型サービス費（Ⅱ）   ２，３３５単位／月 

（３）訪問介護型サービス費（Ⅲ）   ３，７０４単位／月 

注１ 利用者に対して、訪問介護型サービス事業所の訪問介護員等が、訪

問介護型サービスを行った場合に、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所

定単位数を算定する。 

（１）訪問介護型サービス費（Ⅰ） 個別サービス計画において１週に１

回程度の訪問介護型サービスが必要とされた者 

（２）訪問介護型サービス費（Ⅱ） 個別サービス計画において１週に２

回程度の訪問介護型サービスが必要とされた者 
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現行 改正後 

「要支援２」とあるものは「要支援２又はこれに相当する者」と読み替え

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）訪問介護型サービス費（Ⅲ） 個別サービス計画において（２）に

掲げる回数の程度を超える訪問介護型サービスが必要とされた者（要支

援２及びこれに相当する者に限る） 

注２ 規則第２２条の２３第１項に規定する介護職員初任者研修課程（介

護職員基礎研修課程及び１級課程の修了者を除く）を修了した者をサー

ビス提供責任者として配置している訪問介護型サービス事業所におい

て、訪問介護型サービスを行った場合は、平成３１年３月３１日までの

間、所定単位数の１００分の７０に相当する単位数を算定する。 

注３ 訪問介護型サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは

隣接する敷地内の建物若しくは訪問介護型サービス事業所と同一の建物

に居住する利用者又は訪問介護型サービス事業所における１月当たりの

利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物の利用者に対し、訪問介

護型サービスを行った場合は、所定単位数の１００分の９０に相当する

単位数を算定する。 

注４ 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機

能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている

間は、訪問介護型サービス費は、算定しない。 

注５ 利用者が一の訪問介護型サービス事業所において訪問介護型サービ

スを受けている間は、当該訪問介護型サービス事業所以外の訪問介護型

サービス事業所が訪問介護型サービスを行った場合に、訪問介護型サー

ビス費は、算定しない。 

Ｂ 特別地域加算   下記の例により算定された単位数／月 

注 厚生労働大臣が定める地域（平成２４年厚生労働省告示第１２０号）

に規定する地域（以下「特別地域」という。）に所在する訪問介護型サー

ビス事業所(その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない
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現行 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務所の訪

問介護員等が訪問介護型サービスを行った場合は、特別地域加算として、

１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数を所定単位数

に加算する。 

Ｃ 中山間地等における小規模事業所加算   下記の例により算定され

た単位数／月 

注 厚生労働大臣が定める中山間地域等の地域（平成２１年厚生労働省告

示第８３号）に規定する地域（以下「中山間地域等」という。）に所在し、

かつ、１月当たり実利用者数が５人以下の訪問介護型サービス事業所（そ

の一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事

務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問介護員等が訪

問介護型サービスを行った場合、１月につき所定単位数の１００分の１

０に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

Ｄ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 訪問介護型サービス事業所の訪問介護員等が、中山間地域等に居住し

ている利用者に対して、通常の事業の実施地域（事業者指定要綱第１３

条の２２に規定する通常の事業の実施地域をいう。以下同じ。）を超えて、

訪問介護型サービスを行った場合、１月につき所定単位数の１００分の

５に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

Ｅ 初回加算   ２００単位／月 

注 訪問介護型サービス事業所において、新規に個別サービス計画を作成

した利用者に対して、サービス提供責任者が初回若しくは初回の訪問介

護型サービスを行った日の属する月に訪問介護型サービスを行った場合

又は当該訪問介護型サービス事業所のその他の訪問介護員等が初回若し
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現行 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

くは初回の訪問介護型サービスを行った日の属する月に訪問介護型サー

ビスを行った際にサービス提供責任者が同行した場合は、１月につき所

定単位数を加算する。 

Ｆ 生活機能向上連携加算 

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ）   １００単位／月 

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ）   ２００単位／月 

注１ （１）について、サービス提供責任者が、指定介護予防訪問リハビ

リテーション事業所（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び

運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準（以下「指定介護予防サービス基準」という。）第

７９条第１項に規定する指定介護予防訪問リハビリテーション事業所を

いう。以下同じ。）、指定介護予防通所リハビリテーション事業所（指定

介護予防サービス基準第１１７条第１項に規定する指定介護予防通所リ

ハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）又はリハビリテーションを

実施している医療提供施設（医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１

条の２第２項に規定する医療提供施設をいい、病院にあっては、許可病

床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロメート

ル以内に診療所が存在しないものに限る。以下同じ。）の医師、理学療法

士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目的

とした個別サービス計画を作成し、当該個別サービス計画に基づく訪問

介護型サービスを行ったときは、初回の当該訪問介護型サービスが行わ

れた日の属する月に、所定単位数を加算する。 

注２ （２）について、利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビ

リテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療
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現行 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法士又は言語聴覚士が、指定介護予防訪問リハビリテーション（指定介

護予防サービス基準第７８条に規定する指定介護予防訪問リハビリテー

ションをいう。以下同じ。）、指定介護予防通所リハビリテーション（指

定介護予防サービス基準第１１６条に規定する指定介護予防通所リハビ

リテーションをいう。以下同じ。）等の一環として当該利用者の居宅を訪

問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を共同

して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした個別サービス計画を作成

した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士

と連携し、当該個別サービス計画に基づく訪問介護型サービスを行った

ときは、初回の当該訪問介護型サービスが行われた日の属する月以降３

月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、（１）を算定してい

る場合は、算定しない。 

Ｇ 介護職員処遇改善加算 

（１）介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ＡからＦまでにより算定した単位数

の１０００分の１３７に相当する単位数 

（２）介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ＡからＦまでにより算定した単位数

の１０００分の１００に相当する単位数 

（３）介護職員処遇改善加算（Ⅲ）  ＡからＦまでにより算定した単位数

の１０００分の５５に相当する単位数 

（４）介護職員処遇改善加算（Ⅳ） （３）により算定した単位数の１０

０分の９０に相当する単位数 

（５）介護職員処遇改善加算（Ⅴ） （３）により算定した単位数の１０

０分の８０に相当する単位数 

注 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第
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現行 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４号に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとして

市長に届け出た訪問介護型サービス事業所が、利用者に対し、訪問介護

型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成３３年

３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加算する。ただし、

上記のいずれかの加算を算定している場合においては、上記のその他の

加算は算定しない。 

 

別表第３（第３条第１項関係） 

通所介護型サービスの単位数 

Ａ 通所介護型サービス費 

（１）要支援１及びこれに相当する者   １，６４７単位／月 

（２）要支援２及びこれに相当する者   ３，３７７単位／月 

注１ 事業者指定要綱第１５条に定める看護職員又は介護職員の員数を置

いているものとして市長に届け出た通所介護型サービス事業所が、通所

介護型サービスを行った場合に、利用者の要支護状態区分に応じて、そ

れぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数が事業者指定要綱第

１５条の１５で準用するところの運営規程に定められている利用定員を

超えている場合又は看護職員若しくは介護職員の員数が、事業者指定要

綱第１５条に定める員数より少ない場合は、所定単位数の１００分の７

０に相当する単位数を算定する。 

注２ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若

しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居

宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、

通所介護型サービス費は、算定しない。 

注３ 利用者が一の通所介護型サービス事業所において通所介護型サービ
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スを受けている間は、当該通所介護型サービス事業所以外の通所介護型

サービス事業所が通所介護型サービスを行った場合に、通所介護型サー

ビス費は、算定しない。 

注４ 通所介護型サービス事業所と同一建物に居住する者又は通所介護型

サービス事業所と同一建物から当該通所介護型サービス事業所に通う者

に対し、通所介護型サービスを行った場合は、１月につき次の単位を所

定単位数から減算する。ただし、傷病により一時的に送迎が必要である

と認められる利用者その他やむを得ない事情により送迎が必要であると

認められる利用者に対して送迎を行った場合は、この限りでない。 

イ 要支援１及びこれに相当する者   ３７６単位 

ロ 要支援２及びこれに相当する者   ７５２単位 

Ｂ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 通所介護型サービス事業所の従業者が、中山間地域等に居住している

利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、通所介護型サービス

を行った場合は、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位

数を所定単位数に加算する。 

Ｃ 若年性認知症利用者受入加算   ２４０単位／月 

注 次に掲げる基準に適合しているものとして市長に届け出た通所介護型

サービス事業所において、若年性認知症利用者（政令第２条第６号に規

定する初老期における認知症によって要支援者等となった者をいう。以

下同じ。）に対して通所介護型サービスを行った場合は、１月につき所定

単位数を加算する。 

イ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めているこ

と。 
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Ｄ 生活機能向上グループ活動加算   １００単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、利用者の生活機能の向上を目的として共通の課題を有する複数の利

用者からなるグループに対して実施される日常生活上の支援のための活

動（以下「生活機能向上グループ活動サービス」という。）を行った場合

は、１月につき所定単位数を加算する。ただし、この場合において、同

月中に利用者に対し、運動器機能向上加算、栄養改善加算又は口腔機能

向上加算のいずれかを算定している場合は、算定しない。 

イ 生活相談員、看護職員、支援員、機能訓練指導員その他通所介護型サ

ービス事業所の従業者が共同して、利用者ごとに生活機能の向上の目標

を設定した個別サービス計画を作成していること。 

ロ 個別サービス計画の作成及び実施において利用者の生活機能の向上に

資するよう複数の種類の生活機能向上グループ活動サービスの項目を準

備し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよ

う利用者を援助し、利用者の心身の状況に応じた生活機能向上グループ

活動サービスが適切に提供されていること。 

ハ 利用者に対し、生活機能向上グループ活動サービスを１週につき１回

以上行っていること。 

Ｅ 運動器機能向上加算   ２２５単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的に実施される機能訓

練であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に資すると認められる

もの（以下この注において「運動器機能向上サービス」という。）を行っ

た場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語
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聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又は

きゅう師（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格

を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指導に従

事した経験を有する者に限る。）（以下この注において「理学療法士等」

という。）を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、介護職

員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機能向上計画を作

成していること。 

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、介護職員その

他の職種の者が運動器機能向上サービスを行っているとともに、利用者

の運動器の機能を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価している

こと。 

ホ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

Ｆ 生活機能向上連携加算   ２００単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出た

通所介護型サービス事業所において、外部との連携により、利用者の身

体の状況等の評価を行い、かつ、運動器機能向上計画を作成した場合に

は、生活機能向上連携加算として、１月につき所定単位数を加算する。

ただし、上記「Ｅ 運動器機能向上加算」を算定している場合は、１月

につき１００単位を加算する。 
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イ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハ

ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供

施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号にお

いて「理学療法士等」という。）が、当該通所介護型サービス事業所を訪

問し、当該事業所の機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員

その他の職種の者（以下「機能訓練指導員等」という。）と共同してアセ

スメント（利用者の心身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むこと

ができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。）、

利用者の身体の状況等の評価及び運動器機能向上計画の作成を行ってい

ること。 

ロ 運動器機能向上計画に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上を

目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の心

身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

ハ 機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、運動器機能向上計画の進

捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又はその家族に対して機

能訓練の内容と運動器機能向上計画の進捗状況等を説明し、必要に応じ

て訓練内容の見直し等を行っていること。 

Ｇ 栄養改善加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当

該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養

食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に

資すると認められるもの（以下この注において「栄養改善サービス」と

いう。）を行った場合は、３月以内の期間に限り１月につき所定単位数を

加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄
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養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き

続き行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定する

ことができる。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名

以上配置していること。 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護職員、介

護職員、生活相談員その他の職種の者（以下この注において「管理栄養

士等」という。）が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態に

も配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

ホ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

Ｈ 栄養スクリーニング加算   ５単位／回 

注 次に掲げる基準に適合する通所介護型サービス事業所の従業者が、利

用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、

当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合に

あっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者の介護

予防ケアマネジメントを担当する者に提供した場合に、栄養スクリーニ

ング加算として１回につき所定単位数に加算する。ただし、当該利用者

について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を算定してい

る場合にあっては算定せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄
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養改善サービスを受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日

の属する月は、算定しない。 

イ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

Ｉ 口腔機能向上加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対し

て、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口

腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若し

くは実施であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に資すると認め

られるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を

行った場合は、３月以内の期間に限り１月につき所定単位数を加算する。

ただし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能

の評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き

行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定すること

ができる。 

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、

看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者

ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生

士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者

の口腔機能を定期的に記録していること。 
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ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し

ていること。 

ホ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

Ｊ 選択的サービス複数実施加算 

（１）選択的サービス複数実施加算（Ⅰ）   ４８０単位／月 

（２）選択的サービス複数実施加算（Ⅱ）   ７００単位／月 

注 次に掲げるいずれかの基準に適合しているものとして市長に届け出た

通所介護型サービス事業所が、利用者に対し、運動器機能向上サービス、

栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスのうち複数のサービスを実

施した場合に、１月につき上記に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、運動器機能向上加算、栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算

定している場合は、当該加算は算定しない。また、上記のいずれかの加

算を算定している場合においては、上記のその他の加算は算定しない。 

（１）選択的サービス複数実施加算（Ⅰ） 

イ 運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービ

ス（以下「選択的サービス」という。）のうち、２種類のサービスを実施

していること。 

ロ 利用者が通所介護型サービスの提供を受けた日において、当該利用者

に対し、選択的サービスを行っていること。 

ハ 利用者に対し、選択的サービスのうちいずれかのサービスを１月につ

き２回以上行っていること。 

（２）選択的サービス複数実施加算（Ⅱ） 
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イ 利用者に対し、選択的サービスのうち３種類のサービスを実施してい

ること。 

ロ 利用者が通所介護型サービスの提供を受けた日において、当該利用者

に対し、選択的サービスを行っていること。 

ハ 利用者に対し、選択的サービスのうちいずれかのサービスを１月につ

き２回以上行っていること。 

Ｋ 事業所評価加算   １２０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出た

通所介護型サービス事業所において、評価対象期間（加算を算定する年

度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間（基準に適合し

ているものとして届け出た年においては、届出の日から同年１２月まで

の期間））の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につき所定単位

数を加算する。 

イ 定員利用・人員基準に適合しているものとして市長に届け出て選択的

サービスを行っていること。 

ロ 評価対象期間における通所介護型サービス事業所の利用実人員数１０

名以上であること。 

ハ 評価対象期間における通所介護型サービス事業所の提供する選択的サ

ービスの利用実人員数を当該通所介護型サービス事業所の利用実人員数

で除して得た数が０．６以上であること。 

ニ 次に掲げる②の規定により算定した数を①に規定する数で除して得た

数が０．７以上であること。 

①評価対象期間において、当該通所介護型サービス事業所の提供する選択

的サービスを３月間以上利用し、かつ、当該サービスを利用した後、要

支援更新認定等（法第３３条第２項に基づく要支援更新認定又は法第３
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３条の２第１項に基づく要支援状態区分の変更の認定をいう。以下同

じ。）を受けた者の数（仙台市豊齢力チェックリストにより本事業の対象

となった者（以下「事業対象者」という。）の状態が継続している者及び

事業対象者から対象外に変更となった者（要介護の区分となった場合を

除く）を含む）。 

②選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる要支援更新認定

等において、当該要支援更新認定等の前の要支援状態区分と比較して、

要支援状態区分に変更がなかった者（要支援１又は２の区分から事業対

象者に変更となった場合及び事業対象者の状態が継続している場合を含

む）の数に、要支援更新認定等の前の要支援状態区分が要支援２の者で

あって、要支援更新認定等により要支援１と判定されたもの又は要支援

更新認定等の前の要支援状態区分が要支援１の者であって、要支援更新

認定等により非該当と判定されたものの人数、要支援更新認定等の前の

要支援状態区分が要支援２の者であって、要支援更新認定等において非

該当と判定されたものの人数及び事業対象者から対象外に変更となった

者（要介護の区分となった場合を除く）の合計数に２を乗じて得た数を

加えたもの。 

Ｌ サービス提供体制強化加算 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

一 要支援１又はこれに相当する者    ７２単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者   １４４単位／月 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

一 要支援１又はこれに相当する者    ４８単位／月 

   二 要支援２又はこれに相当する者    ９６単位／月 

 （３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 
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一 要支援１又はこれに相当する者    ２４単位／月 

   二 要支援２又はこれに相当する者    ４８単位／月 

注 次に掲げるいずれかの基準に適合しているものとして市長に届け出た

通所介護型サービス事業所が利用者に対し通所介護型サービスを行った

場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の認定区分に応じて１月

につき上記の所定単位数を加算する。ただし、上記のいずれかの加算を

算定している場合においては、上記その他の加算は算定しない。 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

イ 通所介護型サービス事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占

める割合が１００分の５０以上であること。 

ロ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

イ 通所介護型サービス事業所の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占

める割合が１００分の４０以上であること。 

ロ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

イ 通所通所型サービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続

年数３年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

ロ 利用者の数が事業者指定要綱第１５条の１５で準用するところの運営
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別表第３（第３条第１項関係） 

生活支援訪問型サービスの単位数 

Ａ 生活支援訪問型サービス費 

規程に定められている利用定員を超えていないこと及び看護職員若しく

は介護職員の員数について、事業者指定要綱第１５条の基準を遵守して

いること。 

Ｍ 介護職員処遇改善加算 

（１）介護職員処遇改善加算Ⅰ ＡからＬまでにより算定した単位数の１

０００分の５９に相当する単位数 

（２）介護職員処遇改善加算Ⅱ ＡからＬまでにより算定した単位数の１

０００分の４３に相当する単位数 

（３）介護職員処遇改善加算Ⅲ ＡからＬまでにより算定した単位数の１

０００分の２３に相当する単位数 

（４）介護職員処遇改善加算Ⅳ （３）により算定した単位数の１００分

の９０に相当する単位数 

（５）介護職員処遇改善加算Ⅴ （３）により算定した単位数の１００分

の８０に相当する単位数 

注 厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）第

２４号に適合している介護職員の賃金の改善等を実施しているものとし

て市長に届け出た通所介護型サービス事業所が、利用者に対し、通所介

護型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、平成３３

年３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加算する。ただし、

上記のいずれかの加算を算定している場合においては、上記のその他の

加算は算定しない。 

 

別表第４（第３条第１項関係） 

生活支援訪問型サービスの単位数 

Ａ 生活支援訪問型サービス費 
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現行 改正後 

注１～注４ （略） 

注５ 生活援助のみのサービスを利用できるのは、要支援の認定を受けて

いる者及び仙台市豊齢力チェックリストで本事業の対象となった者（以

下「事業対象者」という。）のうち、他者からの介護や支援が望めないこ

とにより、その者が何らかの支援を得なければ日常生活を営むことがで

きない状態である場合に限る。 

注６～注１０ （略） 

Ｂ 特別地域加算   下記の例により算定された単位数／月 

注 別に厚生労働大臣（特別地域）が定める地域に所在する生活支援訪問

型サービス事業所(その一部として使用される事務所が当該地域に所在

しない場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務

所の訪問支援員等が生活支援訪問型サービスを行った場合は、特別地域

加算として、１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

Ｃ 中山間地等における小規模事業所加算   下記の例により算定され

た単位数／月 

注 別に厚生労働大臣が定める地域（中山間地域等）に所在し、かつ、１

月当たり実利用者数が５人以下の生活支援訪問型サービス事業所（その

一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務

所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問支援員等が生活

支援訪問型サービスを行った場合、１月につき所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

Ｄ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 生活支援訪問型サービス事業所の訪問支援員等が、別に厚生労働大臣

注１～注４ （略） 

注５ 生活援助のみのサービスを利用できるのは、要支援の認定を受けて

いる者及び事業対象者 

のうち、他者からの介護や支援が望めないこと

により、その者が何らかの支援を得なければ日常生活を営むことができな

い状態である場合に限る。 

注６～注１０ （略） 

Ｂ 特別地域加算   下記の例により算定された単位数／月 

注 特別地域                に所在する生活支援訪問

型サービス事業所(その一部として使用される事務所が当該地域に所在

しない場合は、当該事務所を除く。)又はその一部として使用される事務

所の訪問支援員等が生活支援訪問型サービスを行った場合は、特別地域

加算として、１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

Ｃ 中山間地等における小規模事業所加算   下記の例により算定され

た単位数／月 

注 中山間地域等                に所在し、かつ、１

月当たり実利用者数が５人以下の生活支援訪問型サービス事業所（その

一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務

所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問支援員等が生活

支援訪問型サービスを行った場合、１月につき所定単位数の１００分の

１０に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

Ｄ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 生活支援訪問型サービス事業所の訪問支援員等が、中山間地域等 
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現行 改正後 

が定める地域（中山間地域等）に居住している利用者に対して、通常の

事業の実施地域（事業者指定要綱第２５条に規定する通常の事業の実施

地域をいう。以下同じ。）を超えて、生活支援訪問型サービスを行った場

合、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位

数に加算する。 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に居住している利用者に対して、通常の事

業の実施地域 

を超えて、生活支援訪問型サービスを行った場

合、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数

に加算する。 

Ｅ 生活機能向上連携加算 

（１）生活機能向上連携加算（Ⅰ）   １００単位／月 

（２）生活機能向上連携加算（Ⅱ）   ２００単位／月 

注１ （１）について、管理者又は訪問事業責任者が、指定介護予防訪問

リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業

所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を目

的とした個別サービス計画を作成し、当該個別サービス計画に基づく生

活支援訪問型サービスを行ったときは、初回の当該生活支援訪問型サー

ビスが行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 

注２ （２）について、利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー

ション事業所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビ

リテーションを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療

法士又は言語聴覚士が、指定介護予防訪問リハビリテーション、指定介

護予防通所リハビリテーション等の一環として当該利用者の居宅を訪問

する際に管理者又は訪問事業責任者が同行する等により、当該医師、理

学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の評価を

共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした個別サービス計画を

作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士と連携し、当該個別サービス計画に基づく生活支援訪問型サービス
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現行 改正後 

 

 

 

Ｅ 処遇改善加算 

（１）処遇改善加算Ⅰ ＡからＤまでにより算定した単位数の１０００分

の１３７に相当する単位数 

（２）処遇改善加算Ⅱ ＡからＤまでにより算定した単位数の１０００分

の１００に相当する単位数 

（３）処遇改善加算Ⅲ  ＡからＤまでにより算定した単位数の１０００分

の５５に相当する単位数 

（４）処遇改善加算Ⅳ （３）により算定した単位数の１００分の９０に

相当する単位数 

（５）処遇改善加算Ⅴ （３）により算定した単位数の１００分の８０に

相当する単位数 

注 別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）

第１００号に適合している訪問支援員の賃金の改善等を実施しているも

のとして市長に届け出た生活支援訪問型サービス事業所が、利用者に対

し、生活支援訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、平成３０年３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加

算する。ただし、上記のいずれかの加算を算定している場合においては、

上記のその他の加算は算定しない。 

Ｆ 事業所等連携加算   １００単位／月 

注 生活支援訪問型サービス事業所が、地域包括支援センター、訪問リハ

ビリテーション事業所、通所介護事業所、通所リハビリテーション事業

所等と連携し、定期的に利用者の心身状態の評価等に関する情報の共有

を行ったときは、初回の当該生活支援訪問型サービスが行われた日の属

する月以降３月の間、１月につき所定単位数を加算する。ただし、（１）

を算定している場合は、算定しない。 

Ｆ 処遇改善加算 

（１）処遇改善加算Ⅰ ＡからＥまでにより算定した単位数の１０００分

の１３７に相当する単位数 

（２）処遇改善加算Ⅱ ＡからＥまでにより算定した単位数の１０００分

の１００に相当する単位数 

（３）処遇改善加算Ⅲ  ＡからＥまでにより算定した単位数の１０００分

の５５に相当する単位数 

（４）処遇改善加算Ⅳ （３）により算定した単位数の１００分の９０に

相当する単位数 

（５）処遇改善加算Ⅴ （３）により算定した単位数の１００分の８０に

相当する単位数 

注  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）

第４  号に適合している訪問支援員の賃金の改善等を実施しているも

のとして市長に届け出た生活支援訪問型サービス事業所が、利用者に対

し、生活支援訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に

従い、平成３３年３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加

算する。ただし、上記のいずれかの加算を算定している場合においては、

上記のその他の加算は算定しない。 

Ｇ 事業所等連携加算   １００単位／月 

注 生活支援訪問型サービス事業所が、通所介護型サービス事業所、生活

支援通所型サービス事業所、介護予防サービス事業所、その他インフォ

ーマルサービスを提供する者等と連携し、利用者の自立支援に資する情
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現行 改正後 

を行っている場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

Ｇ 軽度化加算   ３００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援訪問型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援２から要支援１に変更となった場合は、新しい認

定区分の開始月に限り所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象と

なった利用者については、本加算を算定した月から１年間について、本

加算の対象としない。 

Ｈ 自立化加算   ５００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援訪問型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援１又は２から非該当に変更となり、かつ、一般介

護予防事業の利用等を確認した場合は、要支援非該当となった月に限り

所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象となった利用者について

は、本加算を算定した月から１年間について、本加算の対象としない。 

 

別表第４（第３条第１項関係） 

生活支援通所型サービスの単位数 

Ａ （略） 

Ｂ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 生活支援通所型サービス事業所の生活支援通所型サービス従業者が、

別に厚生労働大臣が定める地域（中山間地域等）に居住している利用者

に対して、通常の事業の実施地域を越えて、生活支援通所型サービスを

行った場合は、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

Ｃ 若年性認知症利用者受入加算   ２４０単位／月 

報の共有を行っている場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

Ｈ 軽度化加算   ３００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援訪問型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援２から要支援１に変更となった場合は、新しい認

定区分の開始月に限り所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象と

なった利用者については、本加算を算定した月から１年間について、本

加算の対象としない。 

Ｉ 自立化加算   ５００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援訪問型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援１又は２から非該当に変更となり、かつ、一般介

護予防事業の利用等を確認した場合は、要支援非該当となった月に限り

所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象となった利用者について

は、本加算を算定した月から１年間について、本加算の対象としない。 

 

別表第５（第３条第１項関係） 

生活支援通所型サービスの単位数 

Ａ （略） 

Ｂ 中山間地等に居住する者へのサービス提供加算  下記の例により算

定された単位数／月 

注 生活支援通所型サービス事業所の生活支援通所型サービス従業者が、

中山間地域等                に居住している利用者

に対して、通常の事業の実施地域を越えて、生活支援通所型サービスを

行った場合は、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数

を所定単位数に加算する。 

Ｃ 若年性認知症利用者受入加算   ２４０単位／月 
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注 次に掲げる基準に適合しているものとして市長に届け出た生活支援通

所型サービス事業所において、若年性認知症利用者（介護保険法施行令

（平成10年政令第412第２条第６号に規定する初老期における認知症に

よって要支援者等となった者をいう。以下同じ。）に対して生活支援通所

型サービスを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

イ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めているこ

と。 

Ｄ～Ｅ （略） 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 次に掲げる基準に適合しているものとして市長に届け出た生活支援通

所型サービス事業所において、若年性認知症利用者 

 

に対して生活支援通所

型サービスを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

イ 受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めているこ

と。 

Ｄ～Ｅ （略） 

Ｆ 生活機能向上連携加算   ２００単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出た

生活支援通所型サービス事業所において、外部との連携により、利用者

の身体の状況等の評価を行い、かつ、運動器機能向上計画（専門的なサ

ービスを提供しない事業所の場合は個別サービス計画とする。以下「運

動器機能向上計画等」という。）を作成した場合には、生活機能向上連携

加算として、１月につき所定単位数を加算する。ただし、上記「Ｅ 運

動器機能向上加算」を算定している場合は、１月につき１００単位を加

算する。 

イ 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所、指定介護予防通所リハ

ビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供

施設の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士又は医師（以下この号にお

いて「理学療法士等」という。）が、当該生活支援通所型サービス事業所

を訪問し、当該事業所の機能訓練指導員、支援員、その他の職種の者（以

下「機能訓練指導員等」という。）と共同してアセスメント（利用者の心

身の状況を勘案し、自立した日常生活を営むことができるように支援す

る上で解決すべき課題を把握することをいう。）、利用者の身体の状況等
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現行 改正後 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ 栄養改善加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当

該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養

食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に

資すると認められるもの（以下この注において「栄養改善サービス」と

いう。）を行った場合は、        １月につき所定単位数を加算

する。 

 

 

 

イ 栄養改善サービスを提供する時間帯を通じて管理栄養士を１名以上配

置していること。 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、支援員、その

他の職種の者（以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同し

て、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画

を作成していること。 

の評価及び運動器機能向上計画等の作成を行っていること。 

ロ 運動器機能向上計画等に基づき、利用者の身体機能又は生活機能向上

を目的とする機能訓練の項目を準備し、機能訓練指導員等が、利用者の

心身の状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。 

ハ 機能訓練指導員等が理学療法士等と連携し、運動器機能向上計画等の

進捗状況等を３月ごとに１回以上評価し、利用者又はその家族に対して

機能訓練の内容と運動器機能向上計画等の進捗状況等を説明し、必要に

応じて訓練内容の見直し等を行っていること。 

Ｇ 栄養改善加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当

該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養

食事相談等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に

資すると認められるもの（以下この注において「栄養改善サービス」と

いう。）を行った場合は、３月の期間に限り１月につき所定単位数を加算

する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者の栄養状

態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き

行うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定すること

ができる。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名

以上配置していること。 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、支援員、その

他の職種の者（以下この注において「管理栄養士等」という。）が共同し

て、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画

を作成していること。 
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現行 改正後 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（新 設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ 口腔機能向上加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対し

て、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口

腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若し

くは実施であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に資すると認め

られるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を

行った場合は、        １月につき所定単位数を加算する。 

 

 

 

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サービスを

行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

Ｈ 栄養スクリーニング加算   ５単位／回 

注 生活支援通所型サービス事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６

月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態

に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっては、低栄養状態

の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者の介護予防ケアマネジメント

を担当する者に提供した場合に、栄養スクリーニング加算として１回に

つき所定単位数に加算する。ただし、当該利用者について、当該事業所

以外で既に栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算定

せず、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受け

ている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定し

ない。 

Ｉ 口腔機能向上加算   １５０単位／月 

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市長に届け出

て、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対し

て、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口

腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若し

くは実施であって、利用者の心身の状態の向上又は維持に資すると認め

られるもの（以下この注において「口腔機能向上サービス」という。）を

行った場合は、３月の期間に限り１月につき所定単位数を加算する。た

だし、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の

評価の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することが
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現行 改正後 

 

イ 口腔機能向上サービスを提供する時間帯を通じて言語聴覚士、歯科衛

生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、

看護職員、支援員、その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機

能改善管理指導計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生

士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者

の口腔機能を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し

ていること。 

Ｈ サービス提供体制強化加算 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

一 要支援１又はこれに相当する者       ７２単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者      １４４単位／月 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

一 要支援１又はこれに相当する者       ４８単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者       ９６単位／月 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

一 要支援１又はこれに相当する者       ２４単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者       ４８単位／月 

注 次に掲げるいずれかの基準に適合しているものとして市長に届け出た

生活支援通所型サービス事業所が利用者に対し生活支援通所型サービス

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の認定区分に応

じて１月につき上記の所定単位数を加算する。ただし、上記のいずれか

できる。 

イ 当該事業所の従業者として又は外部との連携により言語聴覚士、歯科

衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、

看護職員、支援員、その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔機

能改善管理指導計画を作成していること。 

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生

士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者

の口腔機能を定期的に記録していること。 

ニ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し

ていること。 

Ｊ サービス提供体制強化加算 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

一 要支援１又はこれに相当する者       ７２単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者      １４４単位／月 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

一 要支援１又はこれに相当する者       ４８単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者       ９６単位／月 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

一 要支援１又はこれに相当する者       ２４単位／月 

二 要支援２又はこれに相当する者       ４８単位／月 

注 次に掲げるいずれかの基準に適合しているものとして市長に届け出た

生活支援通所型サービス事業所が利用者に対し生活支援通所型サービス

を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の認定区分に応

じて１月につき上記の所定単位数を加算する。ただし、上記のいずれか



 27 / 29 

現行 改正後 

の加算を算定している場合においては、上記その他の加算は算定しない。 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

イ 生活支援通所型サービス事業所の支援員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が１００分の５０以上であること。 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

イ 生活支援通所型サービス事業所の支援員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が１００分の４０以上であること。 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

イ 生活支援通所型サービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、

勤続年数３年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

Ｉ 処遇改善加算 

（１）処遇改善加算Ⅰ ＡからＨまでにより算定した単位数の１０００分

の５９に相当する単位数 

（２）処遇改善加算Ⅱ ＡからＨまでにより算定した単位数の１０００分

の４３に相当する単位数 

（３）処遇改善加算Ⅲ ＡからＨまでにより算定した単位数の１０００分

の２３に相当する単位数 

（４）処遇改善加算Ⅳ （３）により算定した単位数の１００分の９０に

相当する単位数 

（５）処遇改善加算Ⅴ （３）により算定した単位数の１００分の８０に

相当する単位数 

注 別に厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）

第１１２号に適合している支援員の賃金の改善等を実施しているものと

して市長に届け出た生活支援通所型サービス事業所が、利用者に対し、

生活支援通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、

の加算を算定している場合においては、上記その他の加算は算定しない。 

（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イ 

イ 生活支援通所型サービス事業所の支援員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が１００分の５０以上であること。 

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）ロ 

イ 生活支援通所型サービス事業所の支援員の総数のうち、介護福祉士の

占める割合が１００分の４０以上であること。 

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

イ 生活支援通所型サービスを利用者に直接提供する職員の総数のうち、

勤続年数３年以上の者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

Ｋ 処遇改善加算 

（１）処遇改善加算Ⅰ ＡからＪまでにより算定した単位数の１０００分

の５９に相当する単位数 

（２）処遇改善加算Ⅱ ＡからＪまでにより算定した単位数の１０００分

の４３に相当する単位数 

（３）処遇改善加算Ⅲ ＡからＪまでにより算定した単位数の１０００分

の２３に相当する単位数 

（４）処遇改善加算Ⅳ （３）により算定した単位数の１００分の９０に

相当する単位数 

（５）処遇改善加算Ⅴ （３）により算定した単位数の１００分の８０に

相当する単位数 

注  厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第９５号）

第２４ 号に適合している支援員の賃金の改善等を実施しているものと

して市長に届け出た生活支援通所型サービス事業所が、利用者に対し、

生活支援通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、
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現行 改正後 

平成３０年３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加算する。

ただし、上記のいずれかの加算を算定している場合においては、上記の

その他の加算は算定しない。 

Ｊ 事業所等連携加算   １００単位／月 

注 生活支援通所型サービス事業所が、地域包括支援センター、訪問リハ

ビリテーション事業所、訪問介護事業所、通所リハビリテーション事業

所等と連携し、定期的に利用者の心身状態の評価等に関する情報の共有

を行っている場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

Ｋ 軽度化加算   ３００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援通所型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援２から要支援１に変更となった場合は、新しい認

定区分の開始月に限り所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象と

なった利用者については、本加算を算定した月から１年間について、本

加算の対象としない。 

Ｌ 自立化加算   ５００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援通所型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援１又は２から非該当に変更となり、かつ、一般介

護予防事業の利用等を確認した場合は、要支援非該当となった月に限り

所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象となった利用者について

は、本加算を算定した月から１年間について、本加算の対象としない。 

 

様式第１号 （略） 

 

 

 

 

平成３３年３月３１日までの間、上記の単位数を所定単位数に加算する。

ただし、上記のいずれかの加算を算定している場合においては、上記の

その他の加算は算定しない。 

Ｌ 事業所等連携加算   １００単位／月 

注 生活支援通所型サービス事業所が、訪問介護型サービス事業所、生活

支援訪問型サービス事業所、介護予防サービス事業所、その他インフォ

ーマルサービスを提供する者等と連携し、利用者の自立支援に資する情

報の共有を行っている場合は、１月につき所定単位数を加算する。 

Ｍ 軽度化加算   ３００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援通所型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援２から要支援１に変更となった場合は、新しい認

定区分の開始月に限り所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象と

なった利用者については、本加算を算定した月から１年間について、本

加算の対象としない。 

Ｎ 自立化加算   ５００単位 

注 利用者に対して、３月以上の生活支援通所型サービスを実施し、利用

者の認定区分が要支援１又は２から非該当に変更となり、かつ、一般介

護予防事業の利用等を確認した場合は、要支援非該当となった月に限り

所定単位数を加算する。ただし、本加算の対象となった利用者について

は、本加算を算定した月から１年間について、本加算の対象としない。 

 

様式第１号 （略） 
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現行 改正後 

様式第２号 

 

 

様式第２号 

 

 

 

   附 則 

この改正は、平成３０年１０月１日から実施する。 


